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研究成果の概要（和文）：当初の計画通り研究を遂行した。具体的には、施設からの在宅復帰の促進要因と阻害
要因を明らかにし （2016年度）、それらのさらなる分析と並行して、ウェブサイト上に、在宅生活継続支援の
ためのモニタリングシステムを開発した（2017年度）。最終年度 （2018年度）には実際に開発したシステムを
運用して、ユーザインタフェイスの検証を行った。加えて、将来的に海外でも運用することを射程に、日本と韓
国の 福祉施設に勤務する職員を対象に、要介護高齢者の自立性回復に関する意識調査を行い、施設職員の意識
の日韓比較を行った。

研究成果の概要（英文）：Our research group carried out the research as originally planned. 
Specifically, we identified factors promoting and impeding discharge to home from facilities (FY 
2016), and in parallel with those further analysis, developed a monitoring system for continuing 
home living support on the website (FY 2017). In the final year (FY 2018), the system actually 
developed was operated to verify the user interface. In addition, targeting the staff working in 
welfare facilities in Japan and Korea, we conducted an awareness survey on the functional recovery 
care for older people, in order to operate them overseas in the future.

研究分野： 社会福祉、介護福祉、理学療法
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で開発したウェブシステムを活用することにより、在宅で暮らす要介護高齢者および家族は、居宅ケアマ
ネジャー、施設とリアルタイムで繋がり続けることが可能となった。また、スマートフォンでも利用可能であ
り、老人保健施設や地域包括ケア病棟の退所（退院）者、さらには地域で暮らす多くの要介護高齢者への応用も
可能であることが本研究の学術的および社会的意義である。居宅ケアマネジャー、施設ケアマネジャーは、それ
ぞれの職場に居ながらにして要介護者をモニタリングできるため、時間とコストの大幅な削減も期待できる。蓄
積したデータは要介護者のADL低下防止の基礎データとなり得ることから、研究や教育にも有用と考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
特別養護老人ホーム（以下、特養）は終身型の入所施設というイメージが強いが、介護保険

法では「居宅生活が可能かを定期的に検討すること」「居宅生活が可能と認められる入所者に対
しては退所のために必要な援助を行うこと」と明記されており、在宅生活が可能な入所者に対
しては在宅復帰を検討しなければならない。しかし、退所理由は死亡(72.7%)、入院(21.6%)で
あり、在宅復帰はわずか 1.8%である（平成 25 年介護サービス事業所調査）。他方、特養への
入所を希望しながらも在宅での生活を余儀なくされている要介護高齢者は増加の一途であり、
現在、特養入所希望者は 52.4 万人である。平成 27 年度より、特養は「在宅での生活が困難な
重度の要介護者を支える施設」としての機能に重点化され、入所は原則要介護度 3 以上の重度
者に限定されたことから、要介護度 1、2 の高齢者の在宅生活継続を支援する仕組みづくりが
急務である。さらに、現在、軽度（要介護度 1、2）の特養入所者は 11.6%(58,400 人)であり、
将来的にはこの約 5 万人の在宅生活支援も射程に入れなければならない（介護給付費実態調査
月報；平成 27 年 4 月審査分）。 
そこで、情報通信技術(ICT; Information and Communication Technology)を活用して、家

族介護者、居宅介護支援のケアマネジャー、そして自立支援に取り組む施設がリアルタイムで
情報を共有できるシステムを構築すれば、ADL 低下を未然に防ぐための専門職の早期介入が可
能となり、かつ家族介護者の負担や不安の軽減を迅速に行うことが可能になると考えた。 

 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、ICT を活用して、リアルタイムでモニタリングが出来る「ICT を活用した

要介護高齢者の在宅生活支援モデル」を開発することである。具体的には以下の研究を進めた。 
(1) 要介護高齢者の在宅生活支援において特養が果たす役割の検討 
 特養を対象とした、要介護高齢者の在宅生活継続を支援する制度である「在宅・入所相互利
用」の実態を把握するとともに、その普及に向けた方策を検討する。 
(2) 特養からの在宅復帰の可否に影響を与える要因の検討 
 特養に勤務する職員の在宅復帰に関する意識と、在宅復帰の可否に影響を与える要因を検討
した。 
(3) 老健からの在宅復帰の可否に影響を与える要因の検討 
在宅強化型老健施設の在宅復帰に影響する要因の相互関係を階層的に明らかにし、老人保健

施設（以下、老健）からの在宅復帰を促進するために必要な支援を検討した。 
(4) 韓国における自立支援介護の展開に向けた基礎情報の収集 
日本と韓国の高齢者福祉施設に勤務する職員の、自立支援に関する意識を分析することによ

り、海外も射程とした自立支援介護の教育プログラム開発の可否を検討した。 
(5) システムの開発とユーザインタフェースの検証 

ICT を活用してリアルタイムでモニタリングが出来る「ICT を活用した要介護高齢者の在宅
生活支援システム」を実装するために、開発したウェブシステムを用いて、タブレット端末の
操作感も含めたユーザインタフェースを検証した。 

 
 
３．研究の方法 
(1) 要介護高齢者の在宅生活支援において特養が果たす役割の検討 
 A 県内に所在する特養 256 施設の施設長を対象に郵送法による自記式質問紙調査を実施した。 
(2) 特養からの在宅復帰の可否に影響を与える要因の検討 

B 県内に所在する特養のうち、FAX による事前の調査協力要請に対して承諾が得られた 47
施設に勤務する、ケアに関わる全職員を対象とした郵送法による自記式質問紙調査とした。 
(3) 老健からの在宅復帰の可否に影響を与える要因の検討 

2012 年度から在宅強化型老健施設の要件を満たしている老健施設 C において、2012 年 4 月
から 2016 年 7 月の 52 か月間に退所した全退所者 541 名を対象とした。在宅復帰の可否に影
響を与える要因について決定木分析を実施した。 
(4) 韓国における自立支援介護の展開に向けた基礎情報の収集 
日本と韓国において、郵送法による自記式質問紙調査を実施した。 

(5) システムの開発とユーザインタフェースの検証 
研究協力者が責任者である D 施設から紹介を受けた 4 名の高齢者とその家族、および D 施

設に勤務する 3 名の職員の協力を得た。筆者らが開発したウェブシステムを 4 週間実際に運用
してユーザインタフェースを検証した。 

 
 
４．研究成果 
(1) 要介護高齢者の在宅生活支援において特養が果たす役割の検討 
在宅・入所相互利用を実践している施設は非常に少ないものの、その効果は大きく、要介護

高齢者の在宅生活継続を支援するうえで有効な方策であることが明らかになった。 
 



(2) 特養からの在宅復帰の可否に影響を与える要因の検討 
「在宅復帰は可能だと思う」という職員の意識に、職員の意欲面と職場環境が関連する結果

を示したことから、在宅復帰に向けた職員の意欲の高まりと、在宅復帰に取り組む職場環境の
改善が相まって進めば、その相乗効果により、特養からの在宅復帰の可能性が高まることが示
唆されたと考える。また、家族支援の方法と位置づけを明確にする必要があると考える。 
 
(3) 老健からの在宅復帰の可否に影響を与える要因の検討 
基本ケア項目ではエネルギー摂取量と食事形態が強く影響しており、1 日あたり 1400kcal

以上のエネルギー摂取量かつ常食摂取が在宅復帰するうえで重要である可能性が示唆された。
また、排泄については、夜間の排泄をトイレまたは P トイレで行うことが在宅復帰に最も強く
影響しており、次いで日中の失禁の改善と、夜間の失禁による下衣汚染を改善することが重要
である可能性が示唆された。さらに、入所前の場所が自宅以外で、かつ屋内移動方法が車椅子
の場合、在宅復帰が極めて困難であったことから、自宅以外からの入所者に対しては、屋内移
動の自立に向けた支援の必要性が示唆された。 
 
(4) 韓国における自立支援介護の展開に向けた基礎情報の収集    
韓国においては、基礎医学をベースとする自立支援介護教育を行える土壌があることが明ら

かになった。今後は現地の研究者と連絡を密に取りながら、自立支援介護の普及に向けた具体
的な教育プログラムを開発する必要がある。 
 
(5) システムの開発とユーザインタフェースの検証 
 開発したウェブシステムのトップ画面および水分、食事、排便、運動の入力画面を以下に示
す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

タブレット端末を使用することやデータの出力内容については概ね大きな課題はなさそうだ
が、入力方法は改善の余地がある。今後は入力方法を中心としたプロトタイプシステムの改良
を行う計画である。 
本研究では、在宅生活を送っている高齢者の協力を得て、本システムの本格的な稼働に向け

ての一歩を踏み出すことができたと実感している。ただし、本研究の限界と課題もある。 
第一に、今回の調査協力者の要介護度は、非該当から要支援 2 だったことである。将来的に、

要介護度 4 や 5 の重度の要介護高齢者も対象にすることを考えると、データ入力をどこまで簡
素化、自動化できるかの検討が必要である。 
第二に、タブレット端末の操作やインターネット利用経験に関して、過渡期であることであ

る。タブレットやスマートフォンなどを十分に使いこなす世代が高齢者になる時間と現時点で
は、利用環境が大きくことなることが予測される。今後は時代の変化に対応しながら仕様を検
討する必要がある。 
第三に、機器の保守、操作上のヘルプの設定、そのヘルプへの対応体制についてである。ADL

低下防止や家族介護者の介護負担軽減については、ケアマネジャーや介護保険事業所が担うこ
とを推定しているが、機器の保守については現時点では検討できていない。 
今回得られた知見と以上の課題を活かして、要介護高齢者の在宅生活継続支援システムの完

成に向けて研究を継続していく。 
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